
豪州の4月の雇用者数は前月比-1.9万人（3月：同+2.3万人）、と5ヵ月ぶりに
減少し市場予想の同+1.5万人を下回った。雇用形態別でみると、フルタイム雇
用者（同-1.1万人）とパートタイム雇用者（同-0.8万人）が、ともに減少した。
両形態ともに減少するのは25年2月以来である。地域別では、最大都市シド
ニーを擁するニュー・サウス・ウェールズ州で大幅に減少した一方、資源関連
産業が集積する西オーストラリア州では増加した。資源関連産業の労働需要は
底堅い様子がうかがえる。労働参加率は66.7％と前月（66.8％）から低下した
ものの依然として高水準である。他方、失業率は4.5％と、前月の4.3％から上
昇し、コロナ禍以降で最高水準となった。失業者数は前月比+3.3万人と前月か
ら大幅に増加した。中東情勢の不安定化により足元の景況感は悪化しており、
ひっ迫していた労働市場の需給が緩和する可能性が示唆された。

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 5月21日現在
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4月の豪雇用統計は鈍い内容に－目先の豪ドルは上値重いも、上昇基調は継続する見通し－

【図表①】豪州の雇用者数（前月比）と失業率

【図表②】豪ドル円相場（日足）

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 月次 直近は2026年4月分

お客さま用資料

最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

4月の豪州雇用者数は市場予想を下回る

⚫ 4月の豪雇用者数は減少、失業率は上昇した

⚫ ただし、年内残り1-2回程度の利上げを引き続き見込む

⚫ 年末にかけて豪ドル円相場は上昇基調を継続すると予想

今回の雇用統計は市場予想を下回る結果となり、市場では豪中銀による利上
げ観測が後退。統計公表後、豪ドルは対円で下落した。ただし、中東情勢を巡
る先行き不透明感は根強く、世界的な供給制約に伴うインフレ圧力は残るとみ
る。そのため、豪中銀は年内残り1-2回程度の利上げを実施するとの予想を維持
する。他方、日本でも年内の利上げが見込まれているが、高金利通貨である豪
ドルの方が選好されやすいと考える。そのほか、豪州は世界有数のエネルギー
資源や穀物の輸出国である点も豪ドル高要因となろう。豪ドル円相場は目先、
上値が重くなろうが、年末にかけては上昇基調を継続すると予想する。

豪ドル円相場は上昇基調を継続
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